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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第86期
第３四半期
連結累計期間

第87期
第３四半期
連結累計期間

第86期
第３四半期
連結会計期間

第87期
第３四半期
連結会計期間

第86期

会計期間

自  平成20年
    ４月１日
至  平成20年
    12月31日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成20年
    10月１日
至  平成20年
    12月31日

自  平成21年
    10月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成20年
    ４月１日
至  平成21年
    ３月31日

売上高 (百万円) 1,027,842559,137 319,737 197,5971,291,174

経常利益 (百万円) 15,304 5,949 2,519 2,608 15,187

四半期(当期)純利益
又は四半期純損失(△)

(百万円) 6,781 3,070 △763 1,289 6,267

純資産額 (百万円) ― ― 51,864 52,243 50,429

総資産額 (百万円) ― ― 441,563 337,151 365,677

１株当たり純資産額 (円) ― ― 303.13 308.23 295.55

１株当たり四半期
(当期)純利益又は
四半期純損失(△)

(円) 41.35 18.72 △4.66 7.86 38.21

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ― ― 11.3 15.0 13.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △867 1,582 ― ― 2,083

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,083 △329 ― ― △2,724

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,816 △2,440 ― ― 3,596

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 9,104 9,868 10,915

従業員数 (名) ― ― 4,611 4,668 4,618

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内

容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

なお、事業の種類別セグメント情報における鉄鋼原料・半製品事業は、第１四半期連結会計期間より取引

の見直しに伴い鉄鋼半製品の取扱いが大きく減少し、当該事業の売上高の重要性が低下しましたので、「鉄

鋼」に含めて区分表示しております。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成21年12月31日現在

従業員数(名) 4,668(472)

(注)1 従業員数は就業人員であります。

2 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。　

　

　

(2) 提出会社の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成21年12月31日現在

従業員数(名) 693(2)

(注)1 従業員数は就業人員であり、国内及び海外出向者219名を含めた従業員数は912名であります。

2 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均雇用人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【仕入、成約及び売上の状況】

(1) 仕入の状況

仕入高は売上高と概ね連動しているため、記載は省略しております。
　
(2) 成約の状況

成約高と売上高の差額は僅少であるため、記載は省略しております。
　
(3) 売上の状況

「財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー状況の分析」および「第５　経理の状況」におけるセグ

メント情報を参照願います。

なお、主要な相手先別売上実績および連結売上高に対する割合は、次のとおりであります。
　

相手先

前第３四半期連結会計期間

金額(百万円) 割合(％)

住友金属工業㈱ 78,412 24.5

（注）１　当第３四半期連結会計期間については、連結売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を

省略しております。

　　２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。
　

３ 【経営上の重要な契約等】

特記事項はありません。
　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものでありま

す。
　
(1) 業績の状況

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、新興国向けを中心とした輸出の増加や在庫調整の一

巡などから景気回復の兆しが見られましたが、設備投資や雇用の低迷、円高による景気の押し下げなどか

ら、厳しい経営環境が続きました。

このような経営環境の中、当社グループの売上高は1,975億円となり、前第３四半期連結会計期間に比べ

1,221億円、38.2%減少しました。

損益につきましては、経常利益が26億8百万円となり、前第３四半期連結会計期間に比べ89百万円、3.5%増

加しました。四半期純利益は12億89百万円となり、7億63百万円の四半期純損失を計上した前第３四半期連

結会計期間に対し利益となりました。

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

（鉄鋼）

鉄鋼業界におきましては、自動車関連の回復が顕著になりましたが、住宅着工の冷え込みなど建設関連は

低迷が続いており、厳しい状況で推移しました。売上高は取扱い数量の減少に加え、取引の見直しに伴い鉄

鋼半製品の取扱いが大きく減少したこともあり1,019億円となり、前第３四半期連結会計期間に比べ980億

円、49.0%減少しました。営業利益は10億81百万円となり、前第３四半期連結会計期間に比べ15億30百万円、

58.6%減少しました。
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（機械・金属）

産業機械業界におきましては、外需に回復の兆しが見え始めておりますが、国内の民間企業の設備投資は

依然として停滞しており、産業機械等の需要は低水準で推移しました。また、特殊鋼・非鉄金属等について

も厳しい状況が続きました。売上高は306億円となり、前第３四半期連結会計期間に比べ79億円、20.6%減少

しました。営業利益は88百万円となり、前第３四半期連結会計期間に比べ4億62百万円、84.0%減少しました。

（繊維）

繊維業界におきましては、個人消費の低迷、消費者の低価格志向の強まりなどから、百貨店等の大型小売

店での衣料品販売は低迷が続き、依然として厳しい状況で推移しました。売上高は375億円となり、前第３四

半期連結会計期間に比べ44億円、10.6%減少しました。営業利益は5億65百万円となり、前第３四半期連結会

計期間に比べ5億61百万円、49.8%減少しました。

（食糧）

当社グループの食糧事業の中心であります輸入食肉業界におきましては、雇用・所得環境の悪化による

消費の停滞、食肉相場の低迷など、厳しい状況が続きました。売上高は272億円となり、前第３四半期連結会

計期間に比べ116億円、30.1%減少しました。営業利益は6億78百万円となり、6億65百万円の営業損失（主に、

輸入ブロイラーのたな卸資産評価損の計上による。）であった前第３四半期連結会計期間に対し利益とな

りました。

（その他の事業）

その他の事業には倉庫、テナントビルの不動産賃貸等の事業が含まれております。その他の事業の売上高

は3億円となり、前第３四半期連結会計期間に比べ33百万円、8.8%減少しました。営業利益は1億41百万円と

なり、前第３四半期連結会計期間に比べ26百万円、15.6%減少しました。
　
（注）1. 事業の種類別セグメントについては、「第５　経理の状況　１．四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情

報）「事業の種類別セグメント情報」の当第３四半期連結会計期間（注）４に記載のとおり、事業区分を変

更しております。このため、当該項目における売上高並びに営業利益の前第３四半期連結会計期間比について

は、前第３四半期連結会計期間分を遡及修正した金額に基づき算出しております。

 2. 全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えているため、所在地別セグメントの区分によ
る記載を省略しております。

　

(2) 財政状態の状況

当第３四半期連結会計期間末の資産は3,371億円となり、たな卸資産の減少などにより前連結会計年度末

に比べ285億円減少しました。負債は2,849億円となり、支払手形及び買掛金の減少などにより前連結会計年

度末に比べ303億円減少しました。純資産は522億円となり、四半期純利益の計上などにより前連結会計年度

末に比べ18億円増加しました。
　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、第２四半期連

結会計期間末に比べ11億90百万円減少し98億68百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における営業活動による資金の増加は6億40百万円となり、26億38百万円の支

出であった前第３四半期連結会計期間に対し収入となりました。これは主としてたな卸資産が減少したこ

となどによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における投資活動による資金の減少は5億82百万円となり、前第３四半期連結

会計期間に比べ支出が2億32百万円増加しました。これは主として投資有価証券の売却による収入が減少し

たことなどによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における財務活動による資金の減少は10億60百万円となり、12億19百万円の

収入であった前第３四半期連結会計期間に対し支出となりました。これは主として借入による収入が減少

したことなどによるものであります。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及

び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 400,000,000

計 400,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 164,534,094164,534,094

東京証券取引所
（市場第一部）
大阪証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は1,000株でありま
す。

計 164,534,094164,534,094― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年12月31日 ─ 164,534 ─ 12,335 ─ 6,278

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記

載することができませんので、直前の基準日である平成21年９月30日の株主名簿により記載しておりま

す。

① 【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)(注１)普通株式　　 548,000 ─ ─

完全議決権株式(その他)　　 普通株式 163,072,000163,072 ─

単元未満株式　　　　　　　(注２) 普通株式　   914,094 ― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 164,534,094 ― ―

総株主の議決権 ─ 163,072 ―

(注) １　「完全議決権株式(自己株式等)」欄は、全て当社所有の自己株式であります。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式および当社所有の自己株式がそれ

ぞれ400株および590株含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
住金物産株式会社

大阪市北区中之島
２丁目２番７号

548,000 ─ 548,000 0.33

計 ― 548,000 ─ 548,000 0.33

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
　４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月 　10月 　11月 12月

最高(円) 225 252 262 235 232 215 206 198 180

最低(円) 200 201 224 209 211 198 180 164 164

(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月

１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31

日まで)に係る四半期連結財務諸表について、監査法人トーマツにより四半期レビューを受け、当第３四半

期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21

年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツ

により四半期レビューを受けております。

なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人

トーマツとなっております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,891 10,985

受取手形及び売掛金 ※５
 219,238 218,890

たな卸資産 ※１
 42,722

※１
 60,550

その他 13,409 22,791

貸倒引当金 △2,089 △2,581

流動資産合計 283,172 310,637

固定資産

有形固定資産 ※２
 27,080

※２
 27,416

無形固定資産

のれん 235 352

その他 566 630

無形固定資産合計 801 983

投資その他の資産

その他 29,493 30,274

貸倒引当金 △3,393 △3,631

投資損失引当金 △2 △2

投資その他の資産合計 26,097 26,640

固定資産合計 53,978 55,040

資産合計 337,151 365,677

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※５
 176,588 201,929

短期借入金 73,568 73,546

未払法人税等 869 2,729

賞与引当金 343 1,483

その他 15,025 15,341

流動負債合計 266,395 295,029

固定負債

長期借入金 13,556 15,138

退職給付引当金 2,472 2,377

役員退職慰労引当金 303 367

負ののれん 238 315

その他 1,942 2,018

固定負債合計 18,512 20,218

負債合計 284,908 315,248

EDINET提出書類

住金物産株式会社(E02550)

四半期報告書

11/31



（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 12,335 12,335

資本剰余金 7,085 7,086

利益剰余金 32,919 30,604

自己株式 △184 △184

株主資本合計 52,156 49,842

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 383 592

繰延ヘッジ損益 △180 △52

土地再評価差額金 76 75

為替換算調整勘定 △1,891 △1,990

評価・換算差額等合計 △1,611 △1,375

少数株主持分 1,698 1,962

純資産合計 52,243 50,429

負債純資産合計 337,151 365,677
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 1,027,842 559,137

売上原価 973,073 518,036

売上総利益 54,768 41,101

販売費及び一般管理費 ※１
 37,792

※１
 34,916

営業利益 16,976 6,184

営業外収益

受取利息 470 195

受取配当金 353 244

負ののれん償却額 88 80

持分法による投資利益 388 438

その他 624 641

営業外収益合計 1,924 1,600

営業外費用

支払利息 2,360 1,324

その他 1,236 510

営業外費用合計 3,596 1,835

経常利益 15,304 5,949

特別利益

固定資産売却益 － 99

投資有価証券売却益 246 718

出資金売却益 43 8

持分変動利益 － 3

貸倒引当金戻入額 － 406

関係会社貸倒引当金戻入額 113 －

特別利益合計 402 1,238

特別損失

減損損失 156 211

投資有価証券売却損 29 12

投資有価証券評価損 ※２
 2,577 125

出資金評価損 － 219

関係会社貸倒引当金繰入額 － 24

特別損失合計 2,763 592

税金等調整前四半期純利益 12,944 6,595

法人税、住民税及び事業税 6,185 3,395

法人税等調整額 △176 295

法人税等合計 6,009 3,691

少数株主利益又は少数株主損失（△） 153 △166

四半期純利益 6,781 3,070
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 319,737 197,597

売上原価 303,398 183,502

売上総利益 16,338 14,094

販売費及び一般管理費 ※１
 12,539

※１
 11,525

営業利益 3,799 2,568

営業外収益

受取利息 131 60

受取配当金 107 64

負ののれん償却額 29 25

持分法による投資利益 － 148

その他 115 202

営業外収益合計 384 501

営業外費用

支払利息 811 376

持分法による投資損失 265 －

その他 586 85

営業外費用合計 1,664 461

経常利益 2,519 2,608

特別利益

固定資産売却益 － 94

投資有価証券売却益 63 6

出資金売却益 1 8

貸倒引当金戻入額 104 －

関係会社貸倒引当金戻入額 113 －

特別利益合計 282 109

特別損失

減損損失 － 34

投資有価証券売却損 27 0

投資有価証券評価損 ※２
 2,575 3

出資金評価損 － 38

特別損失合計 2,602 76

税金等調整前四半期純利益 200 2,641

法人税、住民税及び事業税 1,307 321

法人税等調整額 △388 1,068

法人税等合計 919 1,390

少数株主利益又は少数株主損失（△） 43 △38

四半期純利益又は四半期純損失（△） △763 1,289
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 12,944 6,595

減価償却費 1,296 1,385

減損損失 156 211

のれん償却額 157 117

負ののれん償却額 △88 △80

貸倒引当金の増減額（△は減少） △175 △736

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,094 △1,154

退職給付引当金の増減額（△は減少） △113 27

受取利息及び受取配当金 △823 △439

支払利息 2,360 1,324

持分法による投資損益（△は益） △388 △438

固定資産売却損益（△は益） － △99

投資有価証券評価損 2,577 125

出資金評価損 － 219

投資有価証券売却損益（△は益） △216 △706

出資金売却損益（△は益） △43 △8

売上債権の増減額（△は増加） △21,256 185

たな卸資産の増減額（△は増加） △15,435 18,204

仕入債務の増減額（△は減少） 30,514 △26,122

その他 △874 8,669

小計 9,497 7,279

利息及び配当金の受取額 1,348 818

利息の支払額 △2,314 △1,253

法人税等の支払額 △9,399 △5,262

営業活動によるキャッシュ・フロー △867 1,582
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,400 △1,358

有形固定資産の売却による収入 147 193

投資有価証券の取得による支出 △724 △949

投資有価証券の売却による収入 417 1,675

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

160 －

短期貸付金の増減額（△は増加） 59 △85

長期貸付けによる支出 △70 △77

長期貸付金の回収による収入 180 13

その他 145 258

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,083 △329

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 6,427 △199

長期借入れによる収入 2,360 1,927

長期借入金の返済による支出 △3,011 △3,249

配当金の支払額 △1,877 △818

少数株主からの払込みによる収入 － 5

少数株主への配当金の支払額 △71 △98

その他 △10 △7

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,816 △2,440

現金及び現金同等物に係る換算差額 △190 △14

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 674 △1,202

現金及び現金同等物の期首残高 8,429 10,915

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 155

現金及び現金同等物の四半期末残高 9,104 9,868
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

１　連結の範囲の変更

第１四半期連結会計期間より、㈱エム・アイ・ケーは重要性が増したため、㈱エージーエルは新たに設立した

ため、連結の範囲に含めております。

 
変更後の連結子会社の数　48社

 
２　持分法適用の範囲の変更

(1) 非連結子会社

該当事項はありません。

(2) 関連会社

該当事項はありません。

 

　

【追加情報】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

退職給付引当金の数理計算上の差異等の処理年数の変更

当社の「退職給付に係る会計基準」における数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用

処理しておりますが、従業員の平均残存勤務期間が短縮したことに伴い、第１四半期連結会計期間より数理計算

上の差異の費用処理年数を従来の10年から９年に変更しております。

なお、過去勤務債務の損益処理年数についても同様に10年から９年に変更しております。

この変更に伴い、従来の方法に比べ、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期

純利益は、101百万円減少しております。

また、セグメント情報に与える影響については、当該箇所に記載しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

 
※１ 商品及び製品 36,950百万円

　 仕掛品 1,132百万円

　 原材料及び貯蔵品 4,639百万円

 

※２ 有形固定資産減価償却累計額 19,625百万円

 

  ３ 保証債務 　

次のとおり従業員、取引先及び非連結子会社・関連
会社他の銀行借入金等について保証しております。

　 従業員 634百万円

　 その他　　　8件 522百万円

　 計 1,156百万円

      (注)　上記のうち外貨建のもの
　　　　　　円貨額　　　　　　　　　　  469百万円
　　　　 　(外貨額)　　　　 (3,011千米ドルその他)
 
 
 

　４ 受取手形割引高及び裏書譲渡高 　

　 受取手形割引高 1,066百万円

　 輸出手形割引高 3,776百万円

　 受取手形裏書譲渡高 25百万円

 

※５　四半期連結会計期間末日の満期手形の会計処理　　　

については、手形交換日をもって決済処理して　　　

おります。 

なお、当第３四半期連結会計期間末日は金融機　　　

関の休日であったため、次の満期手形が四半期　　　

連結会計期間末日の残高に含まれております。

　     受取手形　　　4,514百万円
       支払手形　　　4,998百万円

 
※１ 商品及び製品 49,283百万円

　 仕掛品 910百万円

　 原材料及び貯蔵品 10,356百万円

 

※２ 有形固定資産減価償却累計額 18,677百万円

 

　３ 保証債務 　

次のとおり取引先及び非連結子会社・関連会社他
の銀行借入金等について保証しております。

　 従業員 705百万円

　
Sumikin Bussan 
　 Oceania Pty. Ltd.

322百万円

　 その他　　　 8件 401百万円

　 計 1,429百万円

　　　(注)　上記のうち外貨建のもの
　　　　　　円貨額　　　　　　　　　　  669百万円
　　　　 　(外貨額)　　(3,588千オーストラリアドル
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他)
 

　４ 受取手形割引高及び裏書譲渡高 　

　 受取手形割引高 583百万円

　 輸出手形割引高 2,783百万円

　 受取手形裏書譲渡高 73百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
  至　平成21年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

貸倒引当金繰入額 2百万円

給与及び手当 13,018百万円

賞与引当金繰入額 326百万円

退職給付費用 550百万円

役員退職慰労引当金繰入額 86百万円

のれん償却額 157百万円

 

※２　投資有価証券評価損には、持分法適用関連会社株式

の帳簿価額について減損処理を行ったため、当該

関連会社株式の取得価額に含まれるのれん相当額

の未償却残高を一括償却したことに伴うものが

2,284百万円含まれております。

 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 

は、次のとおりであります。

給与及び手当 12,490百万円

賞与引当金繰入額 358百万円

退職給付費用 804百万円

役員退職慰労引当金繰入額 54百万円

のれん償却額 117百万円

　

　

第３四半期連結会計期間

　
前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
  至　平成21年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

給与及び手当 4,473百万円

退職給付費用 167百万円

役員退職慰労引当金繰入額 23百万円

のれん償却額 72百万円

 
 

※２　投資有価証券評価損には、持分法適用関連会社株式

の帳簿価額について減損処理を行ったため、当該

関連会社株式の取得価額に含まれるのれん相当額

の未償却残高を一括償却したことに伴うものが

2,284百万円含まれております。

 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 

は、次のとおりであります。

貸倒引当金繰入額 95百万円

給与及び手当 4,281百万円

退職給付費用 278百万円

役員退職慰労引当金繰入額 23百万円

のれん償却額 39百万円

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
  至　平成21年12月31日)

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係（平

成20年12月31日現在）

現金及び預金勘定 9,244百万円

預入期間が３ヵ月を超える
定期預金

△140　〃

現金及び現金同等物 9,104百万円
 

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係（平

成21年12月31日現在）　

現金及び預金勘定 9,891百万円

預入期間が３ヵ月を超える
定期預金

△23　〃

現金及び現金同等物 9,868百万円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成21年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自平成21年４月１日　至

平成21年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(千株) 164,534

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(千株) 551

　

　
３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年6月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 409 2.5平成21年3月31日 平成21年6月25日

平成21年10月30日
取締役会

普通株式 利益剰余金 409 2.5平成21年9月30日 平成21年12月1日

　
　(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間末後となるもの

該当事項はありません。

　

　
４　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　株主資本の金額は、前連結会計年度末と比較して著しい変動がありません。
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(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しておりますが、当

第３四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前連結会計年度末と比較して著しい変動が認め

られないため、記載しておりません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度末と比較して著しい変動

がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当社グループは、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しておりますので該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)

　

　
鉄鋼
(百万円)

鉄鋼原料
・半製品
(百万円)

機　械
・金属
(百万円)

繊維
(百万円)

食糧
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

124,07675,87538,54641,96938,894 375319,737― 319,737

  (2) セグメント間の
　　　内部売上高又は
　　　振替高

332 4 466 ― ― 788 1,591(1,591)―

計 124,40875,87939,01241,96938,8941,163321,328(1,591)319,737

営業利益又は
営業損失（△）

2,475 136 550 1,126△ 665 167 3,790 8 3,799

(注)　１　事業区分は、経営管理上採用している区分ならびに販売市場等の類似性を勘案しております。

２　各事業の主な商品

　(1)鉄鋼 …………………………… 鋼管、鋼板、建材、建設工事

　(2)鉄鋼原料・半製品 …………… 製鉄原料、製鋼原料、鉄鋼半製品

　(3)機械・金属 …………………… 非鉄金属、機械、条鋼線材、鋳鍛品

　(4)繊維 …………………………… 繊維製品、繊維原料

　(5)食糧 …………………………… 食肉、水産物他

　(6)その他の事業 ………………… 不動産賃貸他

３　事業区分の変更

　　従来、事業区分は、「鋼材」、「繊維」、「食糧」、「鉄鋼原料・半製品」、「機械・建設・非鉄金属

　　他」の５区分としておりましたが、第１四半期連結会計期間より「鉄鋼」、「鉄鋼原料・半製品」、

　　「機械・金属」、「繊維」、「食糧」、「その他の事業」の６区分に変更いたしました。

　　この変更は、従来商品の種類や性質を重視した事業区分を行ってきましたが、内部管理上採用しているカ

　　ンパニー制との整合性も考慮し、より販売市場や販売方法の類似性を重視した事業区分に変更すべく関連

　　情報を収集する体制の整備を進めてきた結果、第１四半期連結会計期間よりシステムで情報を収集、管理

　　する体制が整ったことによるものであります。

　　なお、第１四半期連結会計期間より、四半期連結財務諸表を作成しているため、事業区分の変更による影

　　響額については記載しておりません。
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当第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　

　
鉄鋼
(百万円)

機　械
・金属
(百万円)

繊維
(百万円)

食糧
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

101,91830,60437,52627,204 342197,597― 197,597

  (2) セグメント間の
　　　内部売上高又は
　　　振替高

223 454 ― ― 741 1,420(1,420)―

計 102,14231,05937,52627,2041,083199,017(1,420)197,597

営業利益 1,081 88 565 678 141 2,556 12 2,568

(注)  １　事業区分は、経営管理上採用している区分ならびに販売市場等の類似性を勘案しております。

２　各事業の主な商品

　(1)鉄鋼 …………………………… 鋼管、鋼板、建材、鉄鋼原料等

　(2)機械・金属 …………………… 非鉄金属、機械、条鋼線材、鋳鍛品

　(3)繊維 …………………………… 繊維製品、繊維原料

　(4)食糧 …………………………… 食肉、水産物他

　(5)その他の事業 ………………… 不動産賃貸他

３　退職給付引当金の数理計算上の差異等の処理年数の変更

　　「追加情報」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より当社の「退職給付に係る会計基準」における

　　数理計算上の差異等の処理年数を従来の10年から９年に変更しております。

　　なお、各セグメントへの配賦金額は、それぞれ合理的な一定の比率によっております。

４　事業区分の変更

　　鉄鋼原料・半製品事業は、第１四半期連結会計期間より取引の見直しに伴い鉄鋼半製品の取扱いが大きく　　

　　減少し、当該事業の売上高の重要性が低下しましたので、「鉄鋼」に含めて区分表示しております。

　　なお、前第３四半期連結会計期間の事業の種類別セグメント情報を当第３四半期連結会計期間の事業区分

　　により区分すると次のとおりになります。
　

　　　　　前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)

　

　
鉄鋼
(百万円)

機　械
・金属
(百万円)

繊維
(百万円)

食糧
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

199,95138,54641,96938,894 375319,737 ― 319,737

  (2) セグメント間の
　　　内部売上高又は
　　　振替高

337 466 ― ― 788 1,591(1,591) ―

計 200,28839,01241,96938,8941,163321,328(1,591)319,737

営業利益又は
営業損失（△）

2,611 550 1,126△ 665 167 3,790 8 3,799
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前第３四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年12月31日)

　

　
鉄鋼
(百万円)

鉄鋼原料
・半製品
(百万円)

機　械
・金属
(百万円)

繊維
(百万円)

食糧
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

390,639258,618134,813126,987115,6181,1651,027,842― 1,027,842

  (2) セグメント間の
　　　内部売上高又は
　　　振替高

946 14 1,484 0 ― 2,207 4,652(4,652) ―

計 391,586258,633136,297126,987115,6183,3731,032,495(4,652)1,027,842

営業利益 8,182 587 2,4994,2021,094 406 16,971 4 16,976

(注)　１　事業区分は、経営管理上採用している区分ならびに販売市場等の類似性を勘案しております。

２　各事業の主な商品

　(1)鉄鋼 …………………………… 鋼管、鋼板、建材、建設工事

　(2)鉄鋼原料・半製品 …………… 製鉄原料、製鋼原料、鉄鋼半製品

　(3)機械・金属 …………………… 非鉄金属、機械、条鋼線材、鋳鍛品

　(4)繊維 …………………………… 繊維製品、繊維原料

　(5)食糧 …………………………… 食肉、水産物他

　(6)その他の事業 ………………… 不動産賃貸他

３　事業区分の変更

　　従来、事業区分は、「鋼材」、「繊維」、「食糧」、「鉄鋼原料・半製品」、「機械・建設・非鉄金属

　　他」の５区分としておりましたが、第１四半期連結会計期間より「鉄鋼」、「鉄鋼原料・半製品」、

　　「機械・金属」、「繊維」、「食糧」、「その他の事業」の６区分に変更いたしました。

　　この変更は、従来商品の種類や性質を重視した事業区分を行ってきましたが、内部管理上採用しているカ

　　ンパニー制との整合性も考慮し、より販売市場や販売方法の類似性を重視した事業区分に変更すべく関連

　　情報を収集する体制の整備を進めてきた結果、第１四半期連結会計期間よりシステムで情報を収集、管理

　　する体制が整ったことによるものであります。

　　なお、第１四半期連結会計期間より、四半期連結財務諸表を作成しているため、事業区分の変更による影

　　響額については記載しておりません。
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当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

　

　
鉄鋼
(百万円)

機　械
・金属
(百万円)

繊維
(百万円)

食糧
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

284,75982,172107,80883,475 922559,137― 559,137

  (2) セグメント間の
　　　内部売上高又は
　　　振替高

719 1,300 ― ― 2,2084,228(4,228)―

計 285,47983,472107,80883,4753,131563,366(4,228)559,137

営業利益 2,416 174 1,4951,776 314 6,178 6 6,184

(注)  １　事業区分は、経営管理上採用している区分ならびに販売市場等の類似性を勘案しております。

２　各事業の主な商品

　(1)鉄鋼 …………………………… 鋼管、鋼板、建材、鉄鋼原料等

　(2)機械・金属 …………………… 非鉄金属、機械、条鋼線材、鋳鍛品

　(3)繊維 …………………………… 繊維製品、繊維原料

　(4)食糧 …………………………… 食肉、水産物他

　(5)その他の事業 ………………… 不動産賃貸他

３　退職給付引当金の数理計算上の差異等の処理年数の変更

　　「追加情報」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より当社の「退職給付に係る会計基準」における

　　数理計算上の差異等の処理年数を従来の10年から９年に変更しております。

　　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期連結累計期間における営業利益は「鉄

　　鋼」が34百万円、「機械・金属」が９百万円、「繊維」が44百万円、「食糧」が12百万円減少しておりま

　　す。

　　なお、各セグメントへの配賦金額は、それぞれ合理的な一定の比率によっております。

４　事業区分の変更

　　鉄鋼原料・半製品事業は、第１四半期連結会計期間より取引の見直しに伴い鉄鋼半製品の取扱いが大きく

　　減少し、当該事業の売上高の重要性が低下しましたので、「鉄鋼」に含めて区分表示しております。

　　この結果、前第３四半期連結累計期間と同様の区分によった場合と比べ、当第３四半期連結累計期間の

　　「鉄鋼」の売上高は27,158百万円増加し、営業利益は233百万円増加しております。

　　なお、前第３四半期連結累計期間の事業の種類別セグメント情報を当第３四半期連結累計期間の事業区分

　　により区分すると次のとおりになります。
　

　　　　　前第３四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年12月31日)

　

　
鉄鋼
(百万円)

機　械
・金属
(百万円)

繊維
(百万円)

食糧
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

649,258134,813126,987115,6181,1651,027,842― 1,027,842

  (2) セグメント間の
　　　内部売上高又は
　　　振替高

960 1,484 0 ― 2,207 4,652(4,652) ―

計 650,219136,297126,987115,6183,3731,032,495(4,652)1,027,842

営業利益 8,7692,4994,2021,094 406 16,971 4 16,976
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)

　　　全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えているため、所在地別セグメ

　　ント情報の記載を省略しております。

　

当第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　　　全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えているため、所在地別セグメ

　　ント情報の記載を省略しております。

　

前第３四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年12月31日)

　　　全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えているため、所在地別セグメ

　　ント情報の記載を省略しております。

　

当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

　　　全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えているため、所在地別セグメ

　　ント情報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)

　　　海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

当第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　　　海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

前第３四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年12月31日)

　　　海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

　　　海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　 　

１株当たり純資産額
 

308.23円
 

　

　 　

１株当たり純資産額
 

295.55円
 

　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 52,243 50,429

純資産の部の合計額から控除する金額
(百万円)

1,698 1,962

(うち少数株主持分(百万円)) (1,698) (1,962)

普通株式に係る四半期連結会計期間末(連結
会計年度末)の純資産額(百万円)

50,544 48,467

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半
期連結会計期間末(連結会計年度末)の普通株
式の数(千株)

163,982 163,990

　

２  １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額

第３四半期連結累計期間

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

　 　

１株当たり四半期純利益
 

41.35円
 

　

　 　

１株当たり四半期純利益
 

18.72円
 

　

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在していないため記載しておりません。

     ２ １株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

四半期純利益(百万円) 6,781 3,070

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 6,781 3,070

普通株式の期中平均株式数(千株) 163,997 163,986
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第３四半期連結会計期間

　
前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

　 　

１株当たり四半期純損失(△)
 

△4.66円
 

　

　 　

１株当たり四半期純利益
 

7.86円
 

　

(注) １ 前第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失　　

　であり、また、潜在株式が存在していないため記載しておりません。また、当第３四半期連結会計期間の潜

　在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在していないため記載しておりません。

     ２ １株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失(△)  (百万円) △763 1,289

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
(△)  (百万円)

△763 1,289

普通株式の期中平均株式数(千株) 163,992 163,983

　

　

２ 【その他】

第87期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）中間配当については、平成21年10月30日開催の

取締役会において、平成21年９月30日の株主名簿に記録された株主または登録株式質権者に対し、次のとお

り中間配当を行うことを決議し、配当を行っております。

　　１　中間配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　409百万円

　　２　１株当たりの中間配当金　　　　　　　　　　　　　　  2円50銭

　　３　効力発生日および支払開始日　　　　　　　　  平成21年12月1日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

　

平成21年２月６日

　

住金物産株式会社

　取締役会　御中
　

　

監査法人　トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　 油　　谷　　成　　恒　  　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士 　柴　　田　　良　　智　　  印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　 塚　　原　　元　　章　  　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている住金

物産株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、住金物産株式会社及び連結子会社の平成20年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

　

平成22年２月５日

　

住金物産株式会社

　取締役会　御中
　

　

有限責任監査法人　トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    油   谷   成   恒     印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    柴   田   良   智     印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    塚   原   元   章     印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている住金

物産株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、住金物産株式会社及び連結子会社の平成21年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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